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１．全国どこでも必要な訪問系サービスを保障
・立ち後れている精神障害者などに対する訪問系サービスの充実を図り、全国どこでも必要な
訪問系サービスを保障

２．希望する障害者に日中活動サービスを保障
・小規模作業所利用者の法定サービスへの移行等を推進することにより、希望する障害者に
適切な日中活動サービスを保障

３．グループホーム等の充実を図り、施設入所・入院から地域生活への移行を推進
・地域における居住の場としてのグループホーム・ケアホームの充実を図るとともに、自立訓
練事業等の推進により、施設入所・入院から地域生活への移行を進める

４．福祉施設から一般就労への移行等を推進
・就労移行支援事業等の推進により、福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福
祉施設における雇用の場を拡大

障害福祉サービスの基盤整備に当たっては、障害福祉計画の基本的理念を踏まえ、下記
の点に配慮して、数値目標を設定し、計画的な整備を行うこととする

３．障害福祉サービスの基盤整備

基本的考え方
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訪問系サービスの
利用者数

日中活動系サービスの
利用者数

居住系サービスの
利用者数

［ 平成１７年度 ］ ［ 平成２３年度 ］

３０万人
４７万人

グループホーム ３万人
９万人

サービス利用者の将来見通し

（１．６倍）

９万人
１６万人

（１．８倍）

小規模作業所 ８万人

小規模作業所 １万人

施設入所者等
２２万人

１６万人

一般就労への移行者数 一般就労移行者 ０．２万人 ０．８万人

※平成１５年

福祉工場 ０．３万人
就労継続支援（雇用型）

３．６万人

２５万人 ２４万人

福祉施設における雇用
の場

△６万人

＋６万人

※ 計数については、端数処理を行っているため、積み上げと合計が一致しない場合がある
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４．障害福祉計画に盛り込むべき就労関係の目標について

１．現在の福祉施設利用者のうち２割以上が就労移行支援事業を利用

２．福祉施設から一般就労へ移行する者について、

① 全ての者がハローワーク、障害者就業・生活支援センターによる支援を
受ける

② ３割が障害者委託訓練を受講する

③ ５割が障害者試行雇用（トライアル雇用）の開始者になる

④ ５割が職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援を受ける

ことを目標として取り組む。

障害福祉計画における「平成２３年度中に、福祉施設から一般就労に移行する者を現在の４倍以上と
する」という数値目標の達成に向けて、障害保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局及び都道
府県労働局等と連携して、平成２３年度において下記の目標を達成することを目指す。
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５．障害福祉計画の目標の達成に向けて

○ 計画目標の達成に向けて、国、都道府県、市町村は、諸施策の着実な実施を図るとともに、地域全体で障
害者を支える力を高める観点から、障害者関係団体、福祉サービス事業者、保健・医療関係者、企業等の
地域ネットワーク（地域自立支援協議会等）の構築、強化を進める。

○ 特に就労支援については、福祉と雇用、教育との連携が重要であり、関係機関が一体となった総合的な取
り組みを進める。

国国

目標達成に向けたネットワークの構築目標達成に向けたネットワークの構築

啓発・広報活動
福祉教育の推進等

施設整備の支援

計
画
目
標
の
達
成

計
画
目
標
の
達
成

地域社会の連携・協力地域社会の連携・協力

障害者関係団体

NPO等民間団体

事業者団体 都道府県

市町村

保健・医療

福祉

雇用

教育

関係行政機関
養護学校等

ハローワーク

保健医療機関
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［事例１］ ・・・・・・・・・・・・・・・世田谷区

［事例２］ ・・・・・・・・・・・・・・・神奈川県

［事例３］ ・・・・・・・・・・・・・・・長野県

［事例４］ ・・・・・・・・・・・・・・・大阪市

［事例５］ ・・・・・・・・・・・・・・・浜田市

就労支援の取組事例
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雇用・就業に関わる地域支援ネットワーク（世田谷モデル）

○ 商工会議所・青年会議所・養護学校・区の4者で「障害者雇用促進協議会」を設立し、障害者雇用促進のため の啓発活動（事業

所見学、就労関係勉強会、各種イベントの開催）を実施し、高い就労率を実現。

商工会議所

養護学校青年会議所

障害者雇用促進協議会

世田谷区

【地域の資源】

○商店街連合会
○工業振興会
○一般企業
○福祉施設
○障害者団体
○ハローワーク
○職業センター 等

保護的就労
・社会福祉協議会
・社会福祉事業団

・サービス公社

有機的な連携

・知的障害者就労支援
センター「すきっぷ」

・知的障害者通所授産施設
砧工房分場
「キタミクリーンファーム」

・精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

・就労障害者生活支援センター
「クローバー」

・ 〃 分室「祖師谷」（仮称）

・精神障害者就労支援
センター「しごとねっと」

・障害者就業・生活支援
センター（国事業）

連
携

連
携

連
携

［事例１］ 就労支援の取り組み（世田谷区の就労支援NWの例）
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相
談
・活
動

参
加

就労支援

世田谷区障害者就労支援ネットワーク

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

授産施設・共同作業所
○受注開発
○自主生産品の製造 等

福 祉 的 就 労 支 援

「障害者支援情報
センター（HASIC）」
作業仲介100件（16年度）

保健福祉センター

精神障害者就労支援センター「し
ごとねっと」
○就労相談・求職活動・職場定着支援

就労者数33名（17年3月現在累計）

【障害者就業・生活支援センター】
就労者数42名（16年度）（国事業）

就 労 相 談 支 援

就 労 移 行 支 援

企 業

一般就労

就労支援

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設
「すきっぷ」

【通所者支援】
就労者数97名（17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」【通
所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

知的障害者通所授産施設「すきっぷ」【通
所者以外の支援】
○就労相談等

就労者数31名 （17年3月現在累計）

就
労

支
援

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

【保護的就労】
※世田谷区社協・サービス公社・社会

福祉事業団が喫茶・清掃等の業務で
18か所において就労

就労者数115名（17年3月現在）

精神障害者通所授産施設
「パイ焼き窯」

○短期訓練（現状評価・訓練）

訓練者数12名（17年3月現在累計）

○精神障害者自立支援型就労育成モ
デル事業

生 活 支 援

就労障害者生活支援センター「ク
ローバー」
一般就労している障害者の安定した就
労生活支援のため、職業生活における
相談・面接等を実施

就労障害者生活支援センター「祖
師谷」（仮称）
就労障害者の活動拠点

連携

連携

「障害者雇用促進協議会」
商工会議所・青年会議所・養護学校・区の4
者で設立。企業等に対し障害者雇用促進
のための啓発活動を実施
○事業所見学
○就労関係勉強会
○雇用促進イベントの開催 等

普
及

啓
発知的障害者授産施設分場

「キタミクリーンファーム」
就労対象者13名（17年3月現在累計）

知的障害者授産施設分場
「キタミクリーンファーム」

就労対象者13名（17年3月現在累計）

斡旋・紹介

連
携

連携

連
携

連
携



26

就労支援

就労支援

NPO法人障害者雇用部会（神奈川県）を中心とした就労ネットワーク

特例子会社23社
（県内16社）

特例子会社23社
（県内16社）

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者を
対象に、職業内容に応じた
就労の場の確保と職場定
着を支援

就労援助センター
（県内11か所）
就労に関し継続的なフォ
ローを必要とする障害者を
対象に、職業内容に応じた
就労の場の確保と職場定
着を支援

一般企業一般企業

【支援ネットワーク】

○月例会の開催（県内130名程度が参加）
（1/3企業、1/3福祉、1/3教育関係）

○企業対象セミナーの開催
○企業見学会
○特例子会社設立支援
○企業開拓
○養護学校等における講演会 等

福祉施設福祉施設

行政機関行政機関

委託訓練の実施委託訓練の実施
企 業 等

就 労

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
の
実
施

ハローワーク
ハローワーク

能力開発校
能力開発校

委託訓練利
用申込

【育成支援】

○仕事・雇用側

ニーズ・実習の

場の提供、評価

委託訓練後就労者45名

教育関係・養護学校教育関係・養護学校

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

障害者雇用部会が雇用し、
行政機関で就労を実施
【主な作業内容】
印刷・製本、郵便管理等
社員4名、実習生（雇用前）3名

行政機関 雇
用就

労

ＮＰＯ法人 障害者雇用部会ＮＰＯ法人 障害者雇用部会

就労者1,192名
（うち特例子会社452名）

（17年3月末累計）

コーディネート

マッチング

［事例２］ 就労支援の取り組み（神奈川県の就労支援NWの例）

○ 障害者の雇用促進を図るため、ＮＰＯ法人を設立し、就労を希望する障害者と委託訓練先の企業とのマッチングや、支援ネット

ワークを活用した就労支援により多くの就労を実現。
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受講 就  職 

長野県における就労支援ネットワークの概要 

 
 

 

就       職 

受
講
申
込 

ハローワーク 

障害者職業訓練コーディネーター 
 
【拠点校（長野、松本）に配置】 

 
 
  

委託訓練の実施 

○訓練コース 
①知識・技能習得コース 
②実践能力習得訓練コース 

 
【委託先】 
企業、社会福祉法人、 
ＮＰＯ法人、民間教育機関等

地方事務所（10 カ所） 
求人開拓員（10 人） 

障害者総合支援センター（10 圏域） 
・保健・福祉サービス利用の援助、調整 

・地域における生活全般に関する相談支援 

・就業に関する相談支援等 
・就業支援ワーカー（11 人） 
 就職及び職場定着支援に係る相談支援やハロ

ーワーク、求人開拓員との連絡調整等 

・生活支援ワーカー（14 人） 
・障害別コーディネーター（43 人） 

連
携 

障 

害 
者 

連 
 

携 企 
 
 
 

業 
 
 

等 

求人情報の収集、求職者情報の提供

・障害者雇用についての相談 
・職場定着支援等 

相談支援

等 

求職 
登録 

受講 
あっせん 

委託契約 
訓練のサポート、調整 

連携・協力

求人、求職

情報のや

りとり 
 

・就労に関す 

る相談 

・就職準備支援

・企業面接同行

・職場定着支援

職場訓練の 
調整など 

相談・支援 

ケース会議等 

受託先開拓 

訓練コーディネート 

 障害者職業訓練コーディネーターを中心として、県内 10 カ所の福祉圏域ごとに設置された障害者総合支援センターやハローワーク

との障害者の就職に至るまでの連携・協力のネットワークを構築。 

［事例３］

就労支援の取り組み（長野県の就労支援NWの例）


